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１ 公募型プロポーザルの名称 

 高津学校給食センター学校給食調理業務事業者選定公募型プロポーザル（以下「プロ

ポーザル」という。） 

   

  ① 事業の名称 

     「高津学校給食センター学校給食調理業務」（以下「本業務」という。） 

  ② 施設の名称 

     「高津学校給食センター」（以下「本施設」という。） 

  ③ 基本理念 

      (1)安全安心な学校給食を愛情込めて提供する。 

    (2)安全衛生管理の強化を図る。 

    (3)食育に関する教育的施設の整備を目指す。 

    (4)地元食材を積極的に使用し地産地消の推進を図る。 

  ④ 施設の概要等 

   見込調理食数 ３５００食程度（変更減の場合あり）（小学校１２校、中学校６校） 

   基本給食実施回数 年度内２１０日程度 

   （給食実施日は、市が指定する日とし、原則として土曜日、日曜日、祝祭日及び

夏、冬、春休み期間は、業務から除く） 

  ⑤ 事業の概要 

   学校給食調理（副食調理・炊飯） 

   建築物・建築設備保守管理業務、調理設備保守管理業務等 

 

 

２ 目的 

  益田市では、安全・安心な学校給食を提供するという基本理念のもとに、雇用の確

保、地産地消の推進による農林水産業の振興、地域活性化を図るために高津学校給食

センターと美都学校給食調理場の２箇所で調理提供を行っております。 

  令和８年度からの高津学校給食センターの学校給食調理業務の事業者選定にあたっ

ては、安全で安心な給食の提供を図るための運営システムの構築や、食育の推進に資

することを目指し、高品質な学校給食の提供を実現するため、公募型プロポーザル方

式により、民間事業者の持つ優れた技術力や創意工夫を活かした学校給食調理業務に

おける提案を受け、受託事業者を選考、決定します。 

 

３ 事業期間 

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

４ 業務内容等 

 ① 留意すべき事項 

  本事業は、以下に掲げる事項を十分に踏まえて実施するものとします。 
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 (1) 「学校給食衛生管理の基準」(文部科学省平成9年4月1日制定)及び大量調理施設管

理マニュアル（厚生労働省平成9年3月24日制定）に適合した衛生管理を実施するこ

と。 

 (2) 食物アレルギーを持つ児童生徒への安全な給食の提供 

 (3) 食育・地産地消の推進に寄与すること。 

 (4) 豊かでおいしい給食の提供を行うこと。 

 (5) 高津学校給食センターで企画する会議への参画と職員の研修に努めること。 

 (6) 施設の整備業務、施設の維持管理業務及び給食の運営等業務にあたっては、事業

期間コスト（ライフサイクルコスト）の低減に努めること。 

 (7) 施設の防音脱臭対策を行い、近隣への影響の低減を図ること。また合わせて、業

務運営にあたり省エネルギーを図り、環境負荷の低減に努めること。 

 (8) 施設における廃棄物（給食の残渣を含む）の発生及び排出を抑制し、再利用・再

資源化等を促進することにより、その減量を推進するとともに、廃棄物の適正な処

理を図ること。 

 

 ② 業務内容は、別添「高津学校給食センター学校給食調理業務要求水準書」（以下 

「水準書」という。）に記述する業務及び事業者の提案に基づいた内容の業務としま 

 す。 

  (1) 学校給食調理業務 

ア 食材検収業務 

イ 調理業務（下処理業務、配缶業務を含む） 

（副食調理、焼物・揚物調理、和え物調理、炊飯、アレルギー食対応） 

ウ 衛生管理業務 

エ 洗浄、消毒保管、残渣処理業務 

オ 運営備品調達業務等（維持管理を含む） 

カ 開業準備業務 

 

  なお、給食調理業務等に関して、献立作成業務は本市が行います。給食の配送・回

収業務は学校給食配送業務受託業者が行います。また、牛乳については、牛乳業者が、

学校へ直接搬入するため本事業の給食の運営等業務に含みません。（一部の学校分に

ついては、調理した給食と合わせて配送業務受託業者へ渡します。） 

 

  (2) 施設維持管理業務 

ア 建築物保守管理業務（軽微な修繕業務を含む） 

イ 建築設備保守管理業務（軽微な修繕業務を含む） 

ウ 附帯施設保守管理業務（軽微な修繕業務を含む） 

エ 調理設備・食器食缶等・施設備品保守管理業務（軽微な調理設備の修繕業務、

食器食缶等の修繕・補充業務、施設備品の修繕業務を含む） 

オ 清掃業務 
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カ 警備業務 

 （施設等の機能及び性能等を常に発揮できる最適な状態に保ち、安全かつ快適に利用 

できるような状態を保持することとします。） 

 

  なお、プロポーザル提案記述内容に基づき提出されるものについては、委託料価格

に含まれるものとします。 

 

５ 参加資格要件 

  以下の要件をすべて満たしていることとします。 

  ① 参加表明書等の受付日において、益田市物品の売買等入札参加資格者名簿に登載

され、大分類「その他」、小分類「給食業務」に入札参加資格を有すること。 

    １者で参加する場合はその１者が、また共同企業体として参加する場合は、代表

構成員が「給食業務」に入札参加資格を有すること。 

  ② 益田市内に主たる営業所を有する者であること。（共同企業体で参加する場合は、

その構成員全てが益田市内に主たる営業所を有する者であること。） 

  ③ 共同企業体として参加する場合は、構成員数は制限しない。ただし、代表構成員

の出資比率は構成員のうちで最大とする。 

  ④ 学校給食調理においては、学校給食法ほか学校給食関係法令等を熟知し、学校給

食の趣旨を十分に理解するとともに文部科学省の「学校給食衛生管理基準」及び厚

生労働省の「大量調理施設衛生管理マニュアル」を遵守した学校給食調理業務が遂

行できること。 

  ⑤ 過去３年以内に、食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）に基づく営業停止処分

を受けていないこと。 

  ⑥ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第１６７条の４の規定に該当しない

者であること。 

  ⑦ 益田市における市税（法人市民税、固定資産税、軽自動車税及び市県民税（特別

徴収分））の滞納がないこと。 

  ⑧ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

  ⑨ 告示の日から資格審査までの間に、益田市建設工事等入札参加資格者指名停止要

綱(平成 6年益田市告示第 53 号)による指名停止を受けていないこと。 

  ⑩ 次の各号のいずれにも該当しない者であること。 

   (1) 破産法（平成 16 年法律 75 号）第１８条又は第１９条の規定に基づく破産手

続開始の申立てがなされている者 

   (2) 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第２１条の規定に基づく再生手続の申

立てがなされている者 

   (3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第１７条の規定に基づく更正手続開始

の申立てがなされている者 

   (4）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号。以

下「暴対法」という。）第 2条第 2号に規定する暴力団 
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   （5）役員等が暴対法第 2条第 6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

又は暴力団員でなくなった日から 5年を経過しない者 

⑪ ⑤から⑩までの要件は、共同企業体の場合においては、その構成員も含むものと

します。 

 

６ プロポーザルに係る日程 

 項 目 日 程 

① 公募型プロポーザル実施の公告 

 （実施要項等の公表） 
令和７年８月２５日（月） 

② 実施要項等の質問受付 令和７年８月２５日（月）～ 

令和７年９月２日（火） 

③ 実施要項等の質問への回答 
令和７年９月８日（月） 

④ 参加表明書等の受付 令和７年８月２５日（月）～ 

令和７年９月１０日（水） 

⑤ 参加資格確認審査結果の通知 
令和７年９月１７日（水） 

⑥ 参加資格が無いとされた場合の 

理由の説明請求受付 

令和７年９月１８日（木）～ 

令和７年９月２９日（月） 

⑦ 参加資格が無いとされた場合の 

  理由の回答 
令和７年１０月８日（水） 

⑧ 提案書等の受付 令和７年９月２２日（月）～ 

令和７年１０月３日（金） 

⑨ プレゼンテーション及びヒアリン 

グ審査、見積書の提出 
令和７年１０月上旬 

⑩ 優先交渉権者の決定 

  選考結果の通知 
令和７年１０月中旬 

⑪ 基本協定の締結 令和７年１０月中旬 

 

  ① 公募型プロポーザル実施の公告（実施要項等の公表） 

   (1) 公表方法：益田市ホームページ(http://www.city.masuda.lg.jp/) 

          益田市教育委員会事務局教育部教育総務課 

   (2) 公表資料 

ⅰ 高津学校給食センター学校給食調理業務事業者選定公募型プロポーザル 

実施要項 

     ⅱ 高津学校給食センター学校給食調理業務事業者選定公募型プロポーザル 

提案書作成要領 

     ⅲ 高津学校給食センター学校給食調理業務要求水準書 
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     ⅳ 高津学校給食センター学校給食調理業務事業者選定公募型プロポーザル 

優先交渉権者選考審査要領 

ⅴ 高津学校給食センター学校給食調理業務事業者選定公募型プロポーザル 

様式集 

     ⅵ 高津学校給食センター平面図 

 

  ② 実施要項等の質問受付 

   (1) 受付期間：令和７年８月２５日（月）～令和７年９月２日（火）まで 

   (2) 提出方法：実施要項等質問書（様式第１号）に内容を記載し電子メールで提

出することとします。 

          電子メールアドレス：kyoiku@city.masuda.lg.jp 

         ※ 個別の電話等での質問には対応いたしません。 

 

  ③ 実施要項等の質問への回答 

   (1) 回答方法等： 令和７年９月８日（月）に、質問者へ電子メールで回答します。 

 

  ④ 参加表明書等の受付 

   (1) 受付期間：令和７年８月２５日（月）～令和７年９月１０日（水）まで 

   (2) 提出書類：ア：参加表明書（兼参加資格申請書）（様式第２号） 

          イ：応募する法人の定款（写し） 

          ウ：直近３か年の貸借対照表及び損益計算書 

          エ：納税証明書（国税及び地方税） 

          なお共同企業体での参加の場合は、アの代わりに次のオからクを

提出することとし、イからウはその構成員全員のものを提出するこ

ととします。 

          オ：共同企業体参加表明書（兼共同企業体参加資格審査申請書） 

            （様式第３号） 

          カ：共同企業体協定書（様式第４号） 

          キ：共同企業体協定書第８条に基づく協定書（様式第５号） 

          ク：委任状（様式第６号） 

   (3) 書類入手方法：益田市のホームページ(http://www.city.masuda.lg.jp/)から

ダウンロードすることとします。下記の担当課においても配布を行います。 

   (4) 提 出 先：益田市教育委員会事務局教育部教育総務課  

 

  ⑤ 参加資格確認審査結果の通知 

   (1) 参加表明書等の資格審査後、プロポーザル参加資格者を決定し、令和７年９

月１７日（水）までにプロポーザル参加資格審査結果を通知します。 

   (2) プロポーザル参加資格者となった者は、別添「公募型プロポーザル提案書作

成要領」に従い提案書を作成し、提出するものとします。 
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  ⑥ 参加資格が無いとされた場合の理由の説明請求 

    参加資格が無いと認められた者は、その理由について説明を求めることができ

ます。この場合においては、説明を求める書面を、参加資格審査の結果を受け取っ

た日の翌日から７日以内(日曜日及び土曜日並びに祝日を除く)に益田市教育委員

会事務局教育部教育総務課に持参することとします。 

 

  ⑦ 参加資格が無いとされた場合の理由回答 

    参加資格が無いとされた理由の説明請求の受理後、７日以内に文書によりその

理由を回答します。 

 

  ⑧ 辞退の受付 

   (1) 受付日時及び場所 

     ア 受付日時 令和７年９月１８日（木）～令和７年９月２６日（金） 

       午前９時から正午及び午後１時から午後５時まで 

（ただし、土・日曜日を除く） 

     イ 受付場所 益田市教育委員会事務局教育部教育総務課 

   (2) 提出方法 

     ア 競争参加資格を有するとの確認を受けた参加者が、本事業に関する参加を

辞退する場合は、辞退届（様式第１６号）に所定の事項を記載のうえ、本事

業に関する窓口へ持参により提出するものとする。 

      (※郵送での受付は行わない。) 

 

  ⑨ 提案書等の受付 

   (1) 提出書類：公募型プロポーザル提案書（様式第８号～第１４号） 

   (2) 提出部数：正本１部、副本１１部 

   (3) 提出期間：令和７年９月２２日（月）～令和７年１０月３日（金） 

午前９時から正午及び午後１時から午後５時まで 

（ただし、土・日曜日を除く） 

   (4) 提 出 先：益田市教育委員会事務局教育部教育総務課   

 (5) 提出方法：持参によるものとします。 

 

  ⑩ プレゼンテーション及びヒアリング審査、見積書の提出 

   (1) 実施日時：令和７年１０月上旬（詳細は後日通知します。） 

   (2) 時間場所：後日通知します。 

   (3) 審査内容：参加者より提案についてのプレゼンテーションを受け、選定委員

によるヒアリング審査を行い、提案内容を評価します。 

          ① 提案内容の説明（時間２０分以内） 

            ア プロポーザル提案書に基づく説明 

            イ 特にアピールしたい提案等についての説明 
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             ※ 追加資料を用いることはできません。  

          ② 質疑応答の時間は、１０分～１５分程度 

          ③ 出席者は、各参加者３名以内とします。 

          ④ プレゼンテーション及びヒアリングは非公開とします。 

   (4) 見積書の提出：参加者はプレゼンテーション終了後に見積書（様式第１５号）

に、１日あたりの給食調理数を３５００食程度、年間調理日数

を２１０日と想定した場合に必要となる学校給食調理業務及び

管理業務に必要な経費の税抜の額（１年間分）を記載して提出

することします。ただし、光熱水費や各種点検経費など別紙『高

津学校給食センター学校給食調理業務要求水準書』によりリス

ク管理区分等において市が負担すべきと定めている経費は含み

ません。 

    ※１）本業務の委託金額については、上限提案額を税込年間154,850千円とし

ます。 

    ※２）本見積額は、優先交渉権者を選考審査するためのものであり、今後の

委託契約においては、光熱水費や管理費など市が負担すべき経費等を加算す

ることとなります。 

 

  ⑪ 優先交渉権者の決定等 

   (1) 優先交渉権者選考審査 

    ア 提案内容評価点（配点70点）と価格評価点（配点30点）の合計（総合評価点）

が最も高い参加者を優先交渉権者として選定します。また、次点交渉権者も併

せて選考します。 

     ただし、最高得点者が２者以上あった場合は、提案内容評価点が最も高い参

加者を最優秀提案者として選定します。また、提案内容評価点が同点の場合は、

くじ引きにより優先交渉権者を選定します。 

     得点が優先交渉権者の次の者を次点交渉権者として選定します。 

 

      総合評価点 ＝ 提案内容評価点 ＋ 価格評価点 

      （100点）   （70点満点）    （30点満点） 

 

    イ 提案内容評価にあたっては、「高津学校給食センター調理業務事業者選定公

募型プロポーザル優先交渉権者選考審査要領」（以下「選考要領」という。）に

基づき、プロポーザル提案競争選定委員会（以下「選定委員会」という。）が、

提案内容についてのプレゼンテーションを受け及びヒアリング審査を行い、提

案内容を公平かつ客観的に評価基準に基づき評価します。 
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    ウ 価格評価点については、参加者の提出した見積価格に関して、以下に示す方

法で配点を行うものとし、配点は30 点とします。 

 

      価格評価点 ＝ 30 × 最低見積価格／見積価格 

      

   (2) 優先交渉権者 

     選定委員会にて選定された優先交渉権者は、教育委員会と協議のうえ、市の

決定を受けることにより本業務受託事業者となり事業契約を締結します。ただ

し、優先交渉権者と協議が調わない場合、教育委員会は次点交渉権者と協議を

行うものとします。 

 

   (3) 選考結果の通知 

     令和７年１０月中旬までに、提案書等の提出者全員に、文書により選考結果

を通知します。 

 

７ 提案項目に対する評価の着眼点及び評価基準 

  提案内容評価は、参加者から提出された提案書類の内容について、以下に示す評価 

項目ごとに評価を行うものとし、基準配点の合計は70点とします。 

  個々の評価点は、それぞれの評価項目における基準配点に評価判断基準に応じた係 

数を乗じて算定します。 

  なお、提案内容評価に関する詳細については選考要領によるものとします。 

 

  提案内容評価点 ＝ 70 × 選定委員採点合計点 /（280×選定委員数） 

 

   ただし、次の場合は、提案内容が選定基準を満たしていないと判断し、選定の対象 

外とします。 

 

(1) 提案内容評価点が42点（60％相当の得点）未満の場合 

 

(2) 選定委員のうちいずれかが、提案項目②3「衛生管理に関する考え方」に 

Ｄ、Ｅの評価をした場合 
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  (3)提案項目 

分
類 

評価分類 評価の着眼点 配点 

大項目 小項目（提案項目）   

① 

企
業
に
対
す
る
評
価 

1 学
校
給
食
に
対
す
る
考
え
方 

1-1 基本方針等 学校給食調理業務を受託する上での会社の

運営方針や取組姿勢など、事業者としての考

え方が具体的に記述されているか。 

10 

1-2 経営状況等 経営方針や経営姿勢から、今後の事業展開に

関して発展性や将来性がうかがえるか。 
5 

1-3 学校への協力

体制 

学校給食調理業務を行う上での学校との協

力体制、また、学校給食のみならず、学校の

教育活動に対しての協力内容が具体的に記

述されているか。 

5 

1-4 食育の考え方 食育に関する学校給食の役割、食育の課題や

方策、会社としての取組などの考え方、また

学校への協力体制などが具体的に記述され

ているか。 

5 

1-5 地産地消への

対応 

会社としての地産地消に対する考え方、また

協力体制などが具体的に記述されているか。 
5 

計 30 

② 

運
営
内
容
等
に
対
す
る
評
価 

2 業
務
運
営
に
関
す
る
考
え
方 

2-1 業務運営体制 学校給食センター運営に関する調理体制（リ

スク発生の防止策含む）や作業等に関する確

認及び報告体制や手順が具体的に記述され

ているか。 

15 

2-2 アレルギー対

応食の提供 

アレルギー対応食の提供について、適切な調

理体制等が具体的に記述されているか。 
10 

2-3 準備期間の内

容 

契約締結日から給食開始までの期間（準備期

間）の内容や体制、スケジュールが具体的に

記述されているか。 

5 

計 30 

3 衛
生
管
理
に
関
す
る
考
え
方 

3-1 衛生管理の考

え方 

学校給食調理業務の安全、衛生管理に関する

考え方が具体的に記述されているか。 

 

20 

3-2 衛生管理体制 安全、衛生管理に関して、具体的なチェック

方法や報告・管理体制などが記述されている

か。 

安全、衛生管理に関する提案者独自のマニュ

アルや基準がある場合は添付されているか。 

20 

計 40 
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4 危
機
管
理
に
関
す
る
考
え
方 

4-1 危機管理体制 不測事態（食中毒を含む）発生時の対処方法

や給食の提供体制（代行措置を含む）につい

て具体的に記述されており、実現性がある

か。 

10 

4-2 問題発生時の

対処方法や体

制 

日常の学校給食調理業務において、急な問題

（異物混入、数の不足等）が発生した場合の

迅速な対処方法や報告体制及びその予防対

策が記述されているか。 

 

10 

4-3 災害発生時の

協力体制 

豪雨、地震発生時など、想定される災害発生

時における本市への協力体制について記述

されているか。 

5 

計 25 

5 業
務
体
制
に
関
す
る
考
え
方 

5-1 人員配置体制 学校給食調理業務に対して、人員配置計画

（全体人員と勤務シフト表）、専門職(栄養

士)の配置及びその他配置予定者の資格、欠

員補充や代替体制などが具体的に記述され

ているか。 

20 

5-2 組織体制 指揮命令系統図が具体的に記述されている

か。 
20 

5-3 労働安全体制 従業員の労働安全に対する考え、労働条件・

労働環境確保に対する考えが具体的に記述

されているか。 

20 

計 60 

6 指
導
研
修
体
制
に

関
す
る
考
え
方 

6-1 教育・研修体

制 

業務従事者に対する教育・研修について、そ

の実施方法、内容、年間スケジュール等が詳

細に記述されているか。 

受託決定から業務開始までの研修計画が具

体的に記述されているか。 

15 

計 15 

③
独
自
提
案
に
対
す
る 

評
価 

7 独
自
提
案 

7-1 独自の取組に

係る提案 

学校給食を提供するにあたって、食育や地産

地消、アレルギー対応食や衛生管理に取り組

むうえで、より効果が見込まれる独自の取組

を行っているか。 

80 

計 80 

合計 280 
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(4)評価基準 

評価 判断基準 係数 

Ａ 

非常に優れており、画期的な内容である。 

創意・工夫があり、特に効果的な内容である。 

期待しているレベルを大きく上回る。 

×1.0 

Ｂ 
優れており、実現性や寄与度が高い内容である。  

期待しているレベルを上回る。 
×0.75 

Ｃ 
平均的な内容である。 

ほぼ期待しているレベル通りである。 
×0.5 

Ｄ 

内容にやや不足している部分が見られる。 

期待しているレベルをやや下回っている部分があ

る。 

×0.25 

Ｅ 

熟度不足等、期待レベルを大きく下回る。 

指定した項目が網羅されていないか、網羅されてい

るが、不適切な記述内容である。 

×0 

 

８ 応募の無効 

  次のいずれかに該当する応募は、無効とする。 

  ① 実施要領等に示した参加者に必要な資格のない者が行った応募 

  ② 「参加表明書」に記載された者以外の者が行った応募 

  ③ 参加者の記名及び押印を欠く参加又は参加事項を明示しない応募 

  ④ 参加表明書等に虚偽の記載をした者が行った応募 

  ⑤ 誤字又は脱字等により意思表示が不明確な応募 

  ⑥ ２通以上の書類提出がなされた応募 

  ⑦ その他実施要領等において示した条件等参加に関する条件に違反した応募 

 

９ 参加資格等の取消し 

  次に定める事由に該当した場合は、参加資格又は優先交渉権者の決定を取り消す。 

  ① 参加表明書、提案書等の作成に関して不正な行為が認められた場合 

  ② 委託契約前に、国、都道府県及び本市の指名停止の措置を受けた者 

  ③ 定められた期日までに、関係書類等を提出しなかった場合 

  ④ プロポーザル関係者と不正な接触等を行った場合 

 

１０ その他 

  ① プロポーザル参加に関して提案書の作成・提出、ヒアリングの参加等一切の経費

は、参加者の負担とする。 

  ② 提出された書類については変更できないものとし、また提出書類は返却しない。 

  ③ 提出された書類の著作権は参加者に帰属します。ただし、事業者選定結果の公表

等において教育委員会がこの事業に関し必要と認める用途については、提案書の全
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部又は一部を無償で使用できるものとする。 

 

  ④ 参加表明書等の提出をもって募集要項及び水準書の記載内容を承諾したものと

みなす。 

  ⑤ 参加にあたって必要な事項が生じた場合は、その都度、参加事業者に通知する。 

  ⑥ 参加者は、１つの提案しか行うことはできない。 

  ⑦ プロポーザル提案に関する提出書類の変更、差し替え又は再提出は認めない。 

 

１１ 公募型プロポーザル担当課 

   益田市教育委員会事務局教育部教育総務課 

    ＴＥＬ   （０８５６）－３１－０４４１ 

    電子メールアドレス kyoiku@city.masuda.lg.jp 


